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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 372,106 △36.7 △14,684 ― △13,955 ― △10,307 ―

21年3月期第1四半期 588,129 ― 25,119 ― 32,866 ― 19,476 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 △12.99 ―

21年3月期第1四半期 24.69 23.61

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 1,868,455 1,027,364 46.7 1,100.94
21年3月期 1,868,174 1,014,082 46.1 1,086.79

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  873,312百万円 21年3月期  862,087百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 11.00 ― 7.00 18.00
22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

7.00 ― 7.00 14.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

790,000 △36.7 △30,000 ― △33,000 ― △22,000 ― △27.73

通期 1,780,000 △16.1 15,000 △36.2 17,000 △55.0 10,000 △42.0 12.61



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見直し等の将来に関する記述は、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績等は今
後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 

新規 1社 （社名 ユーディナデバイス株式会社 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 793,940,571株 21年3月期  793,940,571株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  698,239株 21年3月期  696,271株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 793,243,141株 21年3月期第1四半期 788,841,581株



当第１四半期（３か月）における業績は、昨秋からの自動車市場の急激な縮小などに伴い、売上高は 百万

円と前年同四半期対比 ％の減収、営業損失は 百万円（前年同四半期は 百万円の営業利益）、経常損

失は 百万円（前年同四半期は 百万円の経常利益）、四半期純損失は 百万円（前年同四半期は

百万円の四半期純利益）と、前年同四半期対比でいずれも減益となりました。   

  

当第１四半期末の総資産は、 百万円と21年３月末対比 百万円増加しました。 

主な増減としては、資産の部では、受取手形及び売掛金が期末売上債権の回収などにより21年３月末対比 百

万円減少した一方、有形固定資産が為替の影響などにより21年３月末対比 百万円増加、投資有価証券が保有株

式の含み益の増加により21年３月末対比 百万円増加しました。 

負債の部では、支払手形及び買掛金が期末外注検収の支払などにより21年３月末対比 百万円減少、長期借入

金への借り換えにより短期借入金及びコマーシャル・ペーパーが減少しました。１年内償還予定の社債は、固定負債

の社債からの振替が償還を上回り増加しました。固定負債は社債の１年内償還予定の社債への振替による減少があり

ましたが、短期借入金とコマーシャル・ペーパーからの借り換えにより長期借入金が増加しています。  

また、純資産は、四半期純損失 百万円の計上や支払配当 百万円の一方、保有株式の含み益の増加によ

りその他有価証券評価差額金が21年３月末対比 百万円増加、また、円安により為替換算調整勘定が21年３月末

対比 百万円増加したことから、21年３月末対比 百万円増加して 百万円となりました。自己資

本比率は21年３月期比 ポイント上昇して ％、１株当たり純資産は21年３月期対比14円15銭増加し 円94銭

であります。  

  

平成21年５月14日の決算発表時に公表した予想から変更はありません。 

  

持分法適用関連会社であったユーディナデバイス株式会社の普通株式の追加取得を行い、同社が連結子会社に

なりました。  

  

簡便な会計処理 

①たな卸資産の評価方法 

四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関して、実地たな卸を省略し前連結会計年度に係る実地

たな卸高を基礎として合理的な方法により算出しております。  

②固定資産の減価償却費の算定方法 

減価償却の方法として定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定しております。 

③法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異等の発生状況に

著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予想やタックス・

プランニングを利用しております。  

  

「工事契約に関する会計基準」の適用 

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適用

し、当第１四半期連結会計期間において着手した工事契約から、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、

その他の工事については工事完成基準を適用しております。  

これに伴う、当第１四半期連結累計期間の売上高、営業損失、経常損失、税金等調整前四半期純損失及びセ

グメント情報に与える影響は軽微であります。   

【定性的情報・財務諸表等】

１．連結経営成績に関する定性的情報

372,106

36.7 14,684 25,119

13,955 32,866 10,307

19,476

２．連結財政状態に関する定性的情報

1,868,455 281

31,366

17,747

11,551

33,247

10,307 5,553

14,540

13,140 13,282 1,027,364

0.6 46.7 1,100

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 117,964 131,239

受取手形及び売掛金 339,943 371,309

有価証券 33,500 13,500

たな卸資産 261,628 268,078

その他 87,019 87,886

貸倒引当金 △3,145 △3,199

流動資産合計 836,909 868,813

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 209,909 194,707

機械装置及び運搬具（純額） 211,546 208,702

工具、器具及び備品（純額） 31,057 30,294

その他（純額） 106,551 107,613

有形固定資産合計 559,063 541,316

無形固定資産   

のれん 7,972 6,547

その他 24,172 23,450

無形固定資産合計 32,144 29,997

投資その他の資産   

投資有価証券 329,992 318,441

その他 113,155 112,406

貸倒引当金 △2,808 △2,799

投資その他の資産合計 440,339 428,048

固定資産合計 1,031,546 999,361

資産合計 1,868,455 1,868,174



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 182,446 215,693

短期借入金 157,590 164,304

コマーシャル・ペーパー － 14,997

1年内償還予定の社債 33,000 27,000

未払法人税等 4,796 9,418

引当金 1,591 2,307

その他 123,421 121,503

流動負債合計 502,844 555,222

固定負債   

社債 125,000 138,000

長期借入金 107,225 60,407

退職給付引当金 30,138 26,728

その他の引当金 1,691 1,832

その他 74,193 71,903

固定負債合計 338,247 298,870

負債合計 841,091 854,092

純資産の部   

株主資本   

資本金 99,737 99,737

資本剰余金 171,020 171,020

利益剰余金 605,772 622,186

自己株式 △615 △612

株主資本合計 875,914 892,331

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 46,054 31,514

繰延ヘッジ損益 339 377

土地再評価差額金 △1,422 △1,422

為替換算調整勘定 △47,573 △60,713

評価・換算差額等合計 △2,602 △30,244

新株予約権 37 37

少数株主持分 154,015 151,958

純資産合計 1,027,364 1,014,082

負債純資産合計 1,868,455 1,868,174



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 588,129 372,106

売上原価 485,977 322,194

売上総利益 102,152 49,912

販売費及び一般管理費 77,033 64,596

営業利益又は営業損失（△） 25,119 △14,684

営業外収益   

受取利息 550 285

受取配当金 2,558 2,258

持分法による投資利益 4,471 －

その他 4,200 3,200

営業外収益合計 11,779 5,743

営業外費用   

支払利息 2,332 1,921

持分法による投資損失 － 107

その他 1,700 2,986

営業外費用合計 4,032 5,014

経常利益又は経常損失（△） 32,866 △13,955

特別利益   

投資有価証券売却益 － 1,687

特別利益合計 － 1,687

特別損失   

固定資産除却損 323 167

事業構造改善費用 － 824

特別損失合計 323 991

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

32,543 △13,259

法人税、住民税及び事業税 9,233 2,997

法人税等調整額 248 △6,321

法人税等合計 9,481 △3,324

少数株主利益 3,586 372

四半期純利益又は四半期純損失（△） 19,476 △10,307



 該当事項はない。 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

  

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

  

  

 該当事項はない。 

   

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
自動車 

関連事業 
（百万円） 

情報通信
関連事業 

（百万円）

エレクトロ
ニクス 
関連事業 

（百万円） 

電線・
機材・ 

エネルギー 
関連事業 

（百万円） 

産業素材
関連事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                

(1) 外部顧客に対する売上高  277,641 59,101 46,849 133,436 71,102  588,129 － 588,129

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高  664 1,747 3,219 4,884 9,275  19,789 (19,789) －

計  278,305 60,848 50,068 138,320 80,377  607,918 (19,789) 588,129

営業利益又は営業損失（△）  14,491 △1,408 2,452 2,854 6,670  25,059 60 25,119

  
自動車 

関連事業 
（百万円） 

情報通信
関連事業 

（百万円）

エレクトロ
ニクス 
関連事業 

（百万円） 

電線・
機材・ 

エネルギー 
関連事業 

（百万円） 

産業素材
関連事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                

(1) 外部顧客に対する売上高  154,112 63,343 31,733 84,274 38,644  372,106 － 372,106

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高  309 275 1,920 3,454 6,887  12,845 (12,845) －

計  154,421 63,618 33,653 87,728 45,531  384,951 (12,845) 372,106

営業利益又は営業損失（△）  △8,564 1,462 △2,085 △1,684 △3,862  △14,733 49 △14,684

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分に合わせて５つに区分した。 

 ２．各事業の主な製品 
(1)  自動車関連事業………………………ワイヤーハーネス、防振ゴム・自動車用ホース、自動車電装部品 
(2)  情報通信関連事業……………………光ファイバ・ケーブル、通信用電線ケーブル・機器、光融着接続機、データリンク・半 
                  導体レーザなどの光通信関連部品、情報機器・アクセス系ネットワーク機器（ＧＥ－Ｐ

ＯＮ・ＣＤＮ関連製品等)・交通制御などのネットワーク・システム製品、情報通信エ

ンジニアリング 
(3)  エレクトロニクス関連事業…………電子ワイヤー、化合物半導体、電子部品金属材料、電子線照射製品、フレキシブルプリ 
                                     ント回路、ふっ素樹脂製品 
(4)  電線・機材・エネルギー関連事業…導電製品、送配電用電線ケーブル・機器、巻線、空気ばね、受変電設備・制御システム 
                                     などの電力機器、ビーム・真空応用装置、電気・電力工事及びエンジニアリング、金属 
                                     多孔体 
(5)  産業素材関連事業他…………………ＰＣ鋼材、精密ばね用鋼線、スチールコード、超硬工具、ダイヤ・ＣＢＮ工具、レーザ 
                                     用光学部品、焼結部品、半導体放熱基板 

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



 該当事項はない。 

  

  

６．その他の情報
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